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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年９月期 12,262 10.8 591 61.4 523 68.0 358 28.6

2022年９月期 11,071 △6.6 366 △14.9 311 △16.5 279 17.8

（注）包括利益 2023年９月期 359百万円 （44.4％） 2022年９月期 249百万円 （1.0％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年９月期 285.79 － 9.4 4.7 4.8

2022年９月期 222.27 － 7.8 2.9 3.3

（参考）持分法投資損益 2023年９月期 －百万円 2022年９月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年９月期 11,601 3,984 34.3 3,171.90

2022年９月期 10,520 3,674 34.9 2,925.56

（参考）自己資本 2023年９月期 3,984百万円 2022年９月期 3,674百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2023年９月期 423 △105 △35 1,468

2022年９月期 514 36 △1,040 1,187

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年９月期 － 0.00 － 40.00 40.00 50 18.0 1.4

2023年９月期 － 0.00 － 40.00 40.00 50 14.0 1.3

2024年９月期(予想) － 0.00 － 40.00 40.00 17.2

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 13,334 8.7 527 △10.8 475 △9.3 298 △16.8 232.29

１．2023年９月期の連結業績（2022年10月１日～2023年９月30日）

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は2023年10月13日に名古
屋証券取引所メイン市場に上場したため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

（２）連結財政状態

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

３．2024年９月期の連結業績予想（2023年10月１日～2024年９月30日）



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年９月期 1,256,100株 2022年９月期 1,256,100株
②  期末自己株式数 2023年９月期 －株 2022年９月期 －株
③  期中平均株式数 2023年９月期 1,256,100株 2022年９月期 1,256,100株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年９月期 11,812 10.0 544 59.4 491 62.8 341 23.2

2022年９月期 10,737 △6.1 341 △12.0 301 △11.2 276 24.5

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2023年９月期 271.61 －

2022年９月期 220.42 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年９月期 11,443 3,881 33.9 3,090.44

2022年９月期 10,415 3,590 34.5 2,858.27

（参考）自己資本 2023年９月期 3,881百万円 2022年９月期 3,590百万円

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 12,919 9.4 453 △7.6 290 △14.9 225.66

※  注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
１．2023年９月期の個別業績（2022年10月１日～2023年９月30日）

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は2023年10月13日に名古
屋証券取引所メイン市場に上場したため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

（２）個別財政状態

２．2024年９月期の個別業績予想（2023年10月１日～2024年９月30日）

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提
となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決算短信(添付資料３ページ「（４）今後の見
通し」)をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

　当連結会計年度における我が国経済は、雇用、所得環境が改善する下で各種政策の効果もあり、個人消費が緩や

かに持ち直しています。一方、世界的な金融引締めに伴う影響、中国経済の先行き懸念、物価上昇、金融資本市場

の変動の影響等により依然として不透明な状況が続いております。

　当社グループを取り巻く建設業界・廃棄物処理業界におきましては公共投資、民間投資ともに堅調に推移してい

る一方で、住宅建設については弱含みの傾向となっております。大手ゼネコンにおいては建設投資の需要増、工事

単価の上昇を背景に受注高及び売上高は増加傾向にあるものの材料費・労務費高騰を原因とした利益率の低下傾向

は依然として続いております。

　こうした状況下において、当社グループの環境事業については、原価低減策の継続的な取組みや中間処理困難物

の受注に注力した結果、利益率が大幅に改善しました。一方、建設事業は引き続き元請工事を中心に受注及び施工

をして参りましたが、材料価格等の高騰が大きく影響しました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は12,262百万円（前年同期比10.8％増）となりました。営業利益は591百

万円（前年同期比61.4％増）、経常利益は523百万円（前年同期比68.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益

は358百万円（前年同期比28.6％増）となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

（環境事業）

　首都圏における大型再開発案件の受注、中間処理が困難な異物を多量に含む廃棄物や製造工場から排出される廃

棄物の受入により、処理施設の稼働率が高い水準で進捗したことで、売上高7,066百万円（前年同期比18.7％増）

となりました。また、ＤＭＥ工法（乾式磁力選別）により浄化した土壌の利用量の増加に伴って二次処理費の削減

に繋がり、利益率が大幅に改善したことから、セグメント利益は816百万円（前年同期比67.4％増）となりまし

た。

（建設事業）

　受注高は期末にかけて大型案件を受注したことにより前期比21.4％増加したものの、期初においては官庁工事

の発注件数減少の影響を受けて、また一部工事の遅延もあり、売上高は4,309百万円（前年同期比3.5％減）とな

りました。さらに、建設資材及び人件費の高騰を受け、セグメント利益は348百万円（前年同期比26.8％減）と

なりました。

（環境エンジニアリング事業）

　環境エンジニアリング事業におきましては、主軸である対策工事において大型工事の受注ができたことや仲介処

分業務が年間を通して順調に推移しました。この結果、環境エンジニアリング事業の売上高は462百万円（前年同

期比45.3％増）、セグメント利益は26百万円（前年同期比156.3％増）となりました。

（その他）

　警備業務において、新規顧客開拓等により稼働数が確保できたことに加えて、夜間工事警備等の高粗利案件が多

いことや、値上げ交渉により平均受注単価が上昇したことで利益率が向上しました。以上の結果から警備売上高は

423百万円（前年同期比27.9％増）、セグメント利益は49百万円（前年同期比132.2％増）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

（資産）

　当連結会計年度末における流動資産は4,749百万円となり、前連結会計年度末に比べ994百万円増加いたしまし

た。主な要因は、現金及び預金が281百万円、受取手形及び売掛金が695百万円それぞれ増加したこと等によるもの

であります。固定資産は6,851百万円となり、前連結会計年度末に比べ86百万円増加いたしました。主な要因は建

物及び構築物が173百万円、リース資産が147百万円それぞれ増加した一方、建設仮勘定が215百万円減少したこと

等によるものであります。

　この結果、総資産は11,601百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,080百万円増加いたしました。

（負債）

　当連結会計年度末における流動負債は3,722百万円となり、前連結会計年度末に比べ157百万円増加いたしまし

た。主な要因は、支払手形及び買掛金が116百万円、工事未払金が218百万円それぞれ増加したものの、短期借入金

が200百万円減少したこと等によるものであります。固定負債は3,895百万円となり、前連結会計年度末に比べ613

百万円増加いたしました。主な要因は私募債発行による社債が600百万円、リース債務が191百万円それぞれ増加し

たものの、長期借入金が返済により170百万円減少したこと等によるものであります。

　この結果、負債合計は7,617百万円となり、前連結会計年度末に比べ771百万円増加いたしました。

（純資産）

　当連結会計期間末における純資産合計は3,984百万円となり、前連結会計年度末に比べ309百万円増加いたしまし

た。主な要因は、親会社株主に帰属する当期純利益が358百万円となったこと等により利益剰余金が308百万円増加

したこと等によるものであります。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末より281百

万円増加し、1,468百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果得られた資金は423百万円（前年同期は514百万円の獲得）となりました。これは主に、売上債権

の増加額690百万円（前年同期は売上債権の増加額191百万円）、仕入債務の増加額335百万円（前年同期は仕入債

務の増加額239百万円）、減価償却費276百万円（前年同期の減価償却費325百万円）等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果使用した資金は105百万円（前年同期は36百万円の獲得）となりました。これは主に、有形固定

資産の取得による支出156百万円（前年同期は46百万円の支出）、有形固定資産の売却による収入50百万円（前年

同期は７百万円の収入）等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果使用した資金は35百万円（前年同期は1,040百万円の支出）となりました。これは主に、社債発

行による収入600百万円（前年同期は社債発行なし）、長期借入による収入500百万円（前年同期は長期借入による

収入なし）、長期借入の返済による支出850百万円（前年同期は972百万円の支出）、短期借入金の純減額200百万

円（前年同期は短期借入金の純増減額なし）等によるものであります。

（４）今後の見通し

　建設業界・建設廃棄物処理業界におきましては、公共投資及び民間投資は堅調に推移していくことが見込まれま

すが、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念等、海外景気の下振れが、業績の低下要因となる可

能性もあります。

　このような状況のもと、次期連結会計年度において環境事業は処理困難物の受け入れやＤＭＥ工法（乾式磁力選

別）による原価低減をより一層発展させてまいります。また建設事業は現場代理人の育成及び確保に努めると共

に、一般大型土木工事の受注量を拡大させていくことにより業績の向上に努めてまいります。

　次期連結会計年度の業績見通しは、売上高13,334百万円（前年同期比8.7％増）、経常利益475百万円（前年同期

比9.3％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は298百万円（前年同期比16.8％減）を予想しております。

　また、上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、国内の同業他社との比較可能性を確保するため、会計基準につきましては日本基準を適用しており

ます。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2022年９月30日）

当連結会計年度
（2023年９月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,565,571 1,847,168

受取手形及び売掛金 1,284,269 1,979,332

完成工事未収入金 108,610 138,351

契約資産 676,770 642,711

貸倒引当金 － △7,619

原材料及び貯蔵品 34,262 30,528

未成工事支出金 11,940 36,150

その他 73,628 83,276

流動資産合計 3,755,054 4,749,898

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,217,546 3,390,645

機械装置及び運搬具 2,314,133 2,397,868

土地 3,289,518 3,316,062

リース資産 148,753 296,121

建設仮勘定 261,317 45,360

その他 76,886 78,771

減価償却累計額 △2,698,685 △2,861,604

有形固定資産合計 6,609,470 6,663,224

無形固定資産

その他 4,757 3,662

無形固定資産合計 4,757 3,662

投資その他の資産

投資有価証券 2,794 5,141

繰延税金資産 54,671 71,454

その他 111,189 108,187

貸倒引当金 △17,290 －

投資その他の資産合計 151,365 184,784

固定資産合計 6,765,593 6,851,670

資産合計 10,520,648 11,601,568

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2022年９月30日）

当連結会計年度
（2023年９月30日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,164,927 1,281,572

工事未払金 395,608 614,396

短期借入金 500,000 300,000

１年内返済予定の長期借入金 794,281 614,335

リース債務 19,314 55,934

未払法人税等 54,442 167,383

賞与引当金 51,739 54,293

契約負債 395,055 305,614

その他 188,822 328,550

流動負債合計 3,564,191 3,722,081

固定負債

社債 － 600,000

長期借入金 3,077,567 2,907,076

リース債務 35,362 226,990

資産除去債務 15,514 15,635

その他 153,221 145,565

固定負債合計 3,281,667 3,895,267

負債合計 6,845,858 7,617,349

純資産の部

株主資本

資本金 293,775 293,775

資本剰余金 21,775 21,775

利益剰余金 3,359,153 3,667,891

株主資本合計 3,674,703 3,983,441

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 86 778

その他の包括利益累計額合計 86 778

純資産合計 3,674,789 3,984,219

負債純資産合計 10,520,648 11,601,568
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

当連結会計年度
（自　2022年10月１日

至　2023年９月30日）

売上高 11,071,170 12,262,085

売上原価 9,834,690 10,747,054

売上総利益 1,236,479 1,515,030

販売費及び一般管理費 870,029 923,424

営業利益 366,449 591,606

営業外収益

受取利息 20 20

受取配当金 3,663 172

受取賃貸料 2,320 3,933

受取事務手数料 1,732 1,808

保険金収入 － 935

助成金収入 2,415 1,027

補償金収入 1,931 －

その他 1,953 825

営業外収益合計 14,037 8,722

営業外費用

支払利息 63,324 57,158

社債発行費 － 13,245

その他 5,201 5,925

営業外費用合計 68,525 76,329

経常利益 311,961 523,999

特別利益

固定資産売却益 4,165 35,054

投資有価証券売却益 55,561 －

保険解約返戻金 57,578 －

特別利益合計 117,304 35,054

特別損失

固定資産除売却損 7,947 3,596

事業所建替関連費用 6,052 810

特別損失合計 13,999 4,407

税金等調整前当期純利益 415,266 554,646

法人税、住民税及び事業税 111,838 212,752

法人税等調整額 24,230 △17,088

法人税等合計 136,068 195,664

当期純利益 279,197 358,982

親会社株主に帰属する当期純利益 279,197 358,982

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

当連結会計年度
（自　2022年10月１日

至　2023年９月30日）

当期純利益 279,197 358,982

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △30,048 691

その他の包括利益合計 △30,048 691

包括利益 249,149 359,673

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 249,149 359,673

（連結包括利益計算書）
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（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 293,775 21,775 3,125,892 3,441,442

会計方針の変更による累積的影響額 △20,814 △20,814

会計方針の変更を反映した当期首残高 293,775 21,775 3,105,077 3,420,627

当期変動額

剰余金の配当 △25,122 △25,122

親会社株主に帰属する当期純利益 279,197 279,197

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － 254,075 254,075

当期末残高 293,775 21,775 3,359,153 3,674,703

その他の包括利益累計額
純資産合計

その他有価証券評価差額金 その他の包括利益累計額合計

当期首残高 30,134 30,134 3,471,576

会計方針の変更による累積的影響額 △20,814

会計方針の変更を反映した当期首残高 30,134 30,134 3,450,762

当期変動額

剰余金の配当 △25,122

親会社株主に帰属する当期純利益 279,197

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

△30,048 △30,048 △30,048

当期変動額合計 △30,048 △30,048 224,027

当期末残高 86 86 3,674,789

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 293,775 21,775 3,359,153 3,674,703

会計方針の変更による累積的影響額 －

会計方針の変更を反映した当期首残高 293,775 21,775 3,359,153 3,674,703

当期変動額

剰余金の配当 △50,244 △50,244

親会社株主に帰属する当期純利益 358,982 358,982

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － 308,737 308,737

当期末残高 293,775 21,775 3,667,891 3,983,441

その他の包括利益累計額
純資産合計

その他有価証券評価差額金 その他の包括利益累計額合計

当期首残高 86 86 3,674,789

会計方針の変更による累積的影響額 －

会計方針の変更を反映した当期首残高 86 86 3,674,789

当期変動額

剰余金の配当 △50,244

親会社株主に帰属する当期純利益 358,982

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

691 691 691

当期変動額合計 691 691 309,429

当期末残高 778 778 3,984,219

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

当連結会計年度（自　2022年10月１日　至　2023年９月30日）
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

当連結会計年度
（自　2022年10月１日

至　2023年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 415,266 554,646

減価償却費 325,046 276,345

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 7,619

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,274 2,554

受取利息及び受取配当金 △3,684 △192

支払利息 63,324 57,158

固定資産除売却損益（△は益） 3,782 △31,457

事業所建替関連費用 6,052 810

投資有価証券売却益 △55,561 －

保険解約返戻金 △57,578 －

売上債権の増減額（△は増加） △191,450 △690,743

仕入債務の増減額（△は減少） 239,544 335,433

その他 △35,053 81,909

小計 713,962 594,085

利息及び配当金の受取額 3,684 192

利息の支払額 △63,021 △56,774

法人税等の還付額 － 3,637

法人税等の支払額 △139,740 △117,890

営業活動によるキャッシュ・フロー 514,884 423,250

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △0 △0

有形固定資産の取得による支出 △46,304 △156,983

有形固定資産の売却による収入 7,593 50,369

無形固定資産の取得による支出 △948 －

建設仮勘定の取得による支出 △118,822 －

投資有価証券の売却による収入 80,963 －

投資有価証券の取得による支出 △1,266 △1,349

貸付金の回収による収入 816 1,990

保険積立金の解約による収入 114,810 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 36,841 △105,974

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △200,000

長期借入れによる収入 － 500,000

社債の発行による収入 － 600,000

長期借入金の返済による支出 △972,908 △850,438

割賦債務の返済による支出 △2,577 －

リース債務の返済による支出 △39,801 △34,998

配当金の支払額 △25,122 △50,244

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,040,410 △35,680

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △488,683 281,596

現金及び現金同等物の期首残高 1,675,971 1,187,287

現金及び現金同等物の期末残高 1,187,287 1,468,883

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定め

る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することと

いたしました。これによる連結財務諸表に与える影響はありません。

（単位：千円）

報告セグメント
その他
(注)１

調整額
(注)２

連結財務諸
表計上額
(注)３環境事業 建設事業

環境エンジニ

アリング事業
計

売上高

外部顧客への売上高 5,955,623 4,466,512 318,309 10,740,445 330,724 － 11,071,170

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 7,020 － 7,020 118,517 △125,537 －

計 5,955,623 4,473,532 318,309 10,747,465 449,242 △125,537 11,071,170

セグメント利益 488,087 476,432 10,233 974,753 21,207 △629,510 366,449

（セグメント情報等）

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、「環境事業」、「建設事業」及び「環境エンジニアリング事業」の３つを報告セグメントとし

ております。

「環境事業」は、建設系産業廃棄物及び汚染土壌等の収集運搬及び中間処理並びに再資源化をしております。当

社が中間処理を受託している主な建設系産業廃棄物は、建物の新築や改築・解体に伴って生じたコンクリート破片

ないしアスファルト破片であるがれき類や汚泥、汚染土壌等であります。コンクリートがらは再生砕石としてそれ

ぞれコンクリート原料・道路工事の路盤材等に再資源化され、汚泥は改良土や建設現場の埋戻し材に再資源化され

ます。また汚染土壌等については、浄化・不溶化等を行ったうえで、セメント原料となる改質土として当社が処理

費用（運搬費を含む）を負担してセメント工場へ提供されます。

「建設事業」は、首都圏における、国土交通省及び東京都をはじめとする、国及び地方公共団体発注の公共工事

の元請、及び大手ゼネコン等が受注した公共工事等の下請を中心に事業展開しております。対象工事は幹線道路の

整備等に関する舗装・土木及び土地造成工事であります。

「環境エンジニアリング事業」は、土壌汚染対策法に基づく土壌汚染対策工事を主軸とし、指定調査機関として

土壌汚染状況調査や環境分析センターにおいて環境計量証明業務を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、棚卸資産の評価基準を除き、「連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益（のれん償却後）ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失に関する情報

前連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、建設工事現場・イベント等の

警備業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない販売費及び一般管理費の全社費用

△630,376千円及びセグメント間取引消去865千円が含まれております。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他
(注)１

調整額
(注)２

連結財務諸
表計上額
(注)３環境事業 建設事業

環境エンジニ

アリング事業
計

売上高

外部顧客への売上高 7,066,973 4,309,428 462,565 11,838,967 423,117 － 12,262,085

セグメント間の内部売上高
又は振替高

56 7,264 － 7,321 76,803 △84,125 －

計 7,067,030 4,316,692 462,565 11,846,289 499,921 △84,125 12,262,085

セグメント利益 816,881 348,563 26,232 1,191,676 49,247 △649,317 591,606

当連結会計年度（自　2022年10月１日　至　2023年９月30日）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、建設工事現場・イベント等の

警備業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない販売費及び一般管理費の全社費用

△650,880千円及びセグメント間取引消去1,563千円が含まれております。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

前連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

当連結会計年度
（自　2022年10月１日

至　2023年９月30日）

１株当たり純資産額 2,925.56円 3,171.90円

１株当たり当期純利益 222.27円 285.79円

前連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

当連結会計年度
（自　2022年10月１日

至　2023年９月30日）
親会社株主に帰属する当期純利益
（千円）

279,197 358,982

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純
利益（千円）

279,197 358,982

普通株式の期中平均株式数（株） 1,256,100 1,256,100

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は2023年10月13日
に名古屋証券取引所メイン市場に上場したため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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①　募集方法 ：一般募集（ブックビルディング方式による募集）

②　発行する株式の種類及び数 ：普通株式　　　30,000株

③　発行価格 ：１株につき　　 2,300円

一般募集はこの価格にて行いました。

④　引受価額 ：１株につき　　 2,116円

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払込金として受け取った金額であります。

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

⑤　払込金額 ：１株につき　　 1,870円

この金額は会社法上の払込金額であり、2023年９月25日開催の取締役会において決定された金額であり
ます。

⑥　資本組入額 ：１株につき　　 1,058円

⑦　発行価格の総額 ：　　　　　　69,000千円

⑧　払込金額の総額 ：　　　　　　56,100千円

⑨　資本組入額の総額 ：　　　　　　31,740千円

⑩　払込期日 ：2023年10月12日

⑪　資金の使途 ：環境事業における工場設備の一部入替に充当する予定であります。

①　募集方法 ：第三者割当（オーバーアロットメントによる売出し）

②　発行する株式の種類及び数 ：普通株式　　　 1,200株

③　割当価格 ：１株につき　　 2,116円

④　払込金額 ：１株につき　　 1,870円

この金額は会社法上の払込金額であり、2023年９月25日開催の取締役会において決定された金額であり
ます。

⑤　資本組入額 ：１株につき　　 1,058円

⑥　割当価格の総額 ：　　　　　　 2,539千円

⑦　資本組入額の総額 ：　　　　　　 1,269千円

⑧　払込期日 ：2023年11月８日

⑨　割当先 ：株式会社SBI証券

⑩　資金の使途 ：「一般募集による新株式の発行　⑪　資金の使途」と同一であります。

（重要な後発事象）

（一般募集による新株式の発行）

　当社は、2023年10月13日付で名古屋証券取引所メイン市場に株式を上場いたしました。この上場にあたり、

2023年９月８日及び2023年９月25日開催の取締役会において、次のとおり新株式の発行を決議し、2023年10月

12日に払込が完了いたしました。

（第三者割当による新株式の発行）

　当社は、2023年10月13日付で名古屋証券取引所メイン市場に株式を上場いたしました。この上場にあたり、

2023年９月８日及び2023年９月25日開催の取締役会において、SBI証券株式会社が行うオーバーアロットメン

トによる売出しに関連して、同社を割当先とする第三者割当増資による新株式の発行を次のとおり決議し、

2023年11月８日に払込が完了いたしました。
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